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2025年6月25日
広域系統整備委員会事務局

第90回 広域系統整備委員会
資料2

北海道本州間連系設備の第１極更新について



1はじめに

◼ 第89回委員会において既設連系線の更新についてご審議いただき、今後、更新の判断が必要な連
系線の検討を進め、「既設連系線更新のあるべき姿」を整理することとした。

◼ 本日は、北海道本州間連系設備（以下「北本連系設備」という。）の第１極の更新について、設備
所有者（電源開発送変電ネットワーク）等の技術的な検討も踏まえてご議論いただき、その結果を
踏まえて北本連系設備第１極の更新に着手したい。

◼ なお、前回委員会で提示した論点に沿って、更新後の容量、費用負担、実施主体について整理した
ので、「既設連系線更新のあるべき姿」についてご意見をいただきたい。

＜出所＞第89回広域系統整備委員会 資料3から抜粋
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１．北本連系設備の概況

２．更新の必要性について

３．容量の考え方について

４．更新に係る費用負担について

５．更新に係る実施主体について

６．まとめ



3北本連系設備の概況

新北本
新々北本
（建設中）

第１極
第２極

＜北本連系設備の概要＞

◼ 現在、北本連系設備には、函館変換所と上北変換所をつなぐ第１極及び第2極、北斗変換所と今
別変換所をつなぐ新北本及び新々北本があり、段階的な増強によりそれぞれの経年が異なる。

◼ うち第１極は1979・80年に運開し、経年45～46年に達しており、主要設備の劣化等を踏まえた設
備更新について検討を行う時期となっている。

◼ 第１極の主回路は、変換器、変換器用変圧器、ケーブル及び架空送電線で構成されており、各主
回路機器の経年劣化状況は異なる。

本線ケーブル
変換器 変換器用変圧器

交流送電線交流送電線 変換器変換器用変圧器

＜主回路の概略図＞

直流送電線 直流送電線

第１極
30万kW

第２極
30万kW

新々北本
30万kW

新北本
30万kW

2027年度末
運開予定

1979・80年運開 1993年運開 2019年運開

北海道

東北

北本連系設備
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5更新の必要性について

◼ 第１極の主回路のうち、経年状況や設備保有事業者等の技術検討に基づく予備品枯渇の可能性
等を踏まえれば、変換器及び変換器用変圧器の更新を早期に進める必要がある状況といえる。

＜変換器＞ 【スライド6,7参照】
• 第1極の変換器は経年45～46年に達しており、変換器を構成する部品であるサイリスタバルブはCIGREが定
めたガイドライン※に規定されている想定寿命35年を超過。
※CIGRE TB649 ”Guidelines for life extension of existing HVDC systems”

• 第１極の変換器のサイリスタバルブは生産中止となっており、現在は、予備品の調達ができない状況にある。
また、国内唯一の方式であるために他の設備からの予備品の流用もできない。設備所有者等の技術検討では、
2030年代前半には予備品が枯渇する可能性もある中、更新には相当程度の期間を伴う(最短で7年程度)。

＜変換器用変圧器＞ 【スライド6参照】
• 変換器用変圧器は高経年化設備更新ガイドラインの標準期待年数（50年）※にほぼ達している。

※設備に劣化兆候が表れ始めると想定される標準的な年数として定義し、設備のヘルススコア(劣化状態)算定に用いられる年数

• 変換器用変圧器は変換器に合わせた設計となっていることから、変換器と同調して更新する必要がある。

＜架空送電線・ケーブル＞ 【スライド8参照】
• 第1極の架空の直流送電線や交流送電線（ACSR/AC系）は、高経年化設備更新ガイドラインに示されてい
る標準期待年数（いずれも100年超）に対して十分な余裕がある。また、設備所有者による塗装や張替等の
部分的な補修や取替を実施している。

• 本線ケーブルは2012年にXLPEケーブルに切替ており、経年13年である。また、帰路線ケーブルは経年46年に達
しているものの、設備の性質上、第１極と第２極が同出力で運転しない時に電流が流れる設備であり、また、函
館変換所端が接地されていることから、常時印加される電圧が小さく、設備所有者の点検において、現時点で劣
化兆候は確認されていない。



6参考：経年状況（変換器及び変換器用変圧器）

◼ 変換器は予備品が入手できない状況の中、サイリスタモジュール内の一部の部品の故障や点検不
良が至近で複数回発生し、確保済の予備品への交換にて復旧している。設備所有者や関係者の
検討によれば、2030年代前半には予備品が枯渇する可能性がある。

◼ また、変換器の更新完了までには最短で7年程度の期間が必要(2031年度末の運開見込み)であ
り、加えて、設備所有者から変換器メーカへの聞き取りによれば、来年以降の発注となれば、受注済
み案件との重複による納入期間の長期化や他の新規案件に伴う納入の不確実性が伴う。

◼ 予備品枯渇の状態で故障が生じれば、復旧できず、更新までの長期の運用停止となる可能性もある。

設備 運開年 変換器方式

佐久間FC(更新前) 1965
水銀整流器
→1993年更新

新信濃FC１号
（更新前）

1977
サイリスタ（油浸・光間
接点弧方式）→2009
年更新

北本連系設備
（第１極）

1979
1980

サイリスタ（風冷式・光
間接点弧方式）

新信濃FC２号 1992

サイリスタ（水冷式・光
直接点弧方式）

北本連系設備
（第2極）

1993

佐久間FC(更新後) 1993・・・変換器・変換器用変圧器

＜第1極の変換器及び変換器用変圧器の範囲＞ ＜経年30年超の国内の直流設備の変換器方式＞

変換器用
変圧器

変換器



7参考：サイリスタモジュールにおける故障実績と予備品状況

◼ サイリスタモジュール内の制御回路（TPA）において、フォトトランジスタを要因とする故障や点検不良
が至近で複数回発生している。設備所有者等の検討によれば、経年の進行による故障・点検不良が
急増する可能性や故障防止のための予防的な部品交換を踏まえると、当該フォトトランジスタの予備
品は、2030年代前半には枯渇する可能性がある。（2025年6月時点で195個残存）

年度 交換個数

2016以前 0個

2017 1個

2018 0個

2019 2個

2020 0個

2021 3個

2022 3個

2023 1個

2024 1個

2025/6 4個

＜フォトトランジスタの交換実績＞

＜出所＞厚生労働省 職場のあんぜんサイト
https://anzeninfo.mhlw.go.jp/yougo/yougo59_1.html

故
障
率

サイリスタモジュールの内部構成

＜出所＞設備所有者検討資料を一部加工

＜一般的な設備の故障発生パターン＞



8参考：経年状況（架空送電線・本線、帰路線ケーブル）

◼ 第1極の架空の直流送電線や交流送電線は、高経年化設備更新ガイドラインに示されている鉄塔や
電線（ACSR/AC系）の標準期待年数（いずれも100年超）に達するまでに十分余裕があり、
また、設備所有者による塗装や張替等の部分的な補修や取替を実施している。

◼ 本線ケーブルは2012年にXLPEケーブルに切替ており、経年13年である。また、帰路線ケーブルは
経年46年に達しているものの、設備の性質上、第１極と第２極が同出力で運転しない時に電流が
流れる設備であり、また、函館変換所端が接地されていることから、常時印加される電圧が小さく、設
備所有者の点検において、現時点で劣化兆候は確認されていない。

・・架空送電線（直流、交流、帰路線）

設備 運開年 仕様

直流送電線 1979 ACSR,810sq,1条,約124km

交流送電線 1979
(187kV)ACSR,680sq,約1km
(275kV)ACSR,610sq,約3km

帰路線 1979 AC,240sq,2条,約124km

参考:第２極
直流送電線

1993 第1極と同じ

参考:第２極
交流送電線

1993 第1極と同じ

＜第1極の架空送電線・ケーブルの範囲と仕様＞

設備 運開年 仕様

本線ケーブル 2012 XLPEケーブル 約43km

帰路線ケーブル 1979 同上

参考:第２極
本線ケーブル

1993 OFケーブル 約43km
・・・ケーブル（本線、帰路線）

本線ケーブル

帰路線ケーブル



9参考：同年代に運開した直流設備の更新状況（設備所有者の検討）

◼ 設備所有者の検討によれば、同時期に運開した海外の設備を見ても更新済の変換器が大宗。

＜出所＞設備所有者検討資料より抜粋



10参考：高経年化設備更新ガイドラインにおける標準期待年数

＜出所＞高経年化設備更新ガイドライン 49頁抜粋
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12容量の考え方について

◼ 第１極については、以下の理由より、同容量での更新を進めることが妥当ではないか。
✓ 増容量については、第2極の更新時に一体的に検討する方が合理的に実施が可能。なお、今般同容量で更新

しても、将来の第１、２極の増容量は技術的に可能。【スライド13,14参照】

✓ 新々北本の増強や日本海ルートの検討を進めている現状から、減容量（廃止）を行う状況にない。【スライド15
参照】

✓ 現況の北本連系設備の分断状況からも、仮に北海道本州間連系設備（日本海ルート）の増強完了前に設備
停止すれば、市場への影響も懸念される。【スライド15,16参照】

✓ 同容量での更新を行った場合、それにより得られる便益は、将来に廃止する選択肢を残した場合でも十分な便益
が想定される。【スライド17参照】

北
本
連
系
設
備
の
設
備
容
量

＜北本連系設備の設備容量の推移イメージ※＞

第1極を同容量にて今般更新して
も、追加での増容量が可能

第1極と合わせて増容量する場合の
送電線・ケーブル増強取替完了時期

第1極・第2極：600MW×2

第1極・第2極：300MW×2

第1極・第2極：廃止

更なるHVDC増強も
踏まえて検討

※実際には、更新後の容量の違いに
より、AとBの更新時期に差が生じる
ものの、同一時期での更新にて図示

送電線・ケーブルの増強取替の完了
時期は、第２極更新とほぼ同時期

B



13参考：更新に合わせた増容量の適否

◼ 今般の更新に合わせて増容量する場合、更新不要な架空送電線と本線ケーブルの増強取替が必要と
なる。一方で、2040年代半ば頃に想定される第２極の更新においては、変換器・変換器用変圧器に
加えて、保守対応期限に伴う本線ケーブルの更新も想定され、更新と同調して増容量する範囲が広い。

◼ また、架空送電線の増強取替には、仮に、既存鉄塔を流用しても、15年程度の工期を要し※、第２極
更新と同時期の運開となるため、第2極更新と架空送電線の増強取替を協調して実施することが可能。
※架空送電線の耐熱電線への張替、本線ケーブルの太線化によって、第１極（第２極）の設備容量を300MWから600MWへの

増容量を想定。工期は設備所有者想定であり、両端エリアの地内増強等は考慮していない。

◼ 以上のことから、北本連系設備（第１極・第2極）の増容量は、第2極の更新時に検討する方が合理
的であると考えられる。

◼ また、広域系統長期方針（広域連系系統のマスタープラン）に示した日本海ルートの2ルート目や太平
洋ルート新設も踏まえて、北海道本州間連系設備の増強の在り方を検討し、その中で北本連系設備
（第１極・第2極）の増容量を扱うことが望ましい。

＜第2極更新時に同調して増容量する場合に増強取替が必要となる範囲（赤字）＞

本線ケーブル
（OFケーブル）

変換器 変換器用変圧器
交流送電線交流送電線 変換器変換器用変圧器

直流送電線 直流送電線

更新と同調して増容量
（経年52年※）

更新と同調して増容量
（経年52年※）

更新と同調して増容量
（経年52年※） ※2045年（仮）に

増強完了した場合



14参考：同容量更新した場合の将来の増強にむけた柔軟性

◼ 架空送電線の鉄塔の流用が可能な範囲で、北本連系設備（第１極・第２極）を1200MWとする増
強（各極300MW増強）を前提とする場合、第１極を同容量で今般更新したとしても、その後に増容
量分の変換器を並列接続することが可能であり、今般増容量しないことが将来的な北本連系設備（第
１極・第２極）の増容量の技術的な妨げにはならない。

◼ なお、上記の並列接続にあたっては、設置スペースの面から、現在採用している他励式よりもコンパクトな
自励式変換器に更新することが前提となる。このため、第2極更新までは第1極（自励式）と第2極
（他励式）のハイブリット構成となるものの、問題ないことを設備所有者にて確認している。

AC

AC

AC

AC

DC

DC

DC

DC

NEW

第1-1極
300MW

第2極
300MW

更新 AC

AC

AC

AC

AC

AC

DC

DC

DC

DC

DC

DC NEW

第2極
600MW

第1-1極
300MW

NEW

第1-2極
300MW

増強

合計：1200MW

＜容量拡張性のイメージ（例） ＞

全ての変換器を自励式へ
更新する場合



15参考：更新に合わせた減容量（廃止）の適否

◼ 新々北本（北海道本州間運用容量：900MW→1200MW）は、主に広域的な電力取引の活
性化による燃料費・CO２対策コストの低減等の効果から増強を決定し、 2027年度末運開予定に
向けて建設を進めている。

◼ また、同じく広域的取引上、特に重要な整備と位置づけて、北海道本州間連系設備（日本海ルー
ト）（北海道本州間運用容量：2000MW増強）の計画策定プロセスを進めているところ。なお、
その検討においては、北本連系設備は現在の運用容量を所与としている。

◼ 係る状況を踏まえれば、今後検討していく容量の考え方によって、北本連系設備の運用容量は新々
北本運開後の1200MWを下回ることは考え難い。

◼ また、日本海ルートの基本要件を踏まえると、その工期は10年程度となる可能性もあり、日本海ルー
トの増強完了前に第1極が保守限界を迎えたときの系統運用や電力取引等に与える影響の大きさも
踏まえると、現時点では、第1極の減容量（廃止）を行う状況にはないと考えられる。

北海道

北本１極
30万kW

北本２極
30万kW

新々北本
30万kW

新北本
30万kW

東北

※2027年度末運開予定

日本海ルート
200万kW日本海ルート

2ルート目
200万kW

太平洋ルート
200万kW

※マスタープラン ※マスタープラン

※計画策定プロセス中



16参考：2023度及び2024年度の北本連系設備の分断状況

◼ 電力・ガス取引監視等委員会の自主的取組・競争状態のモニタリングを見ると、北本連系設備におい
ては、2023年度では年間平均※8.5％の分断が発生。※2023年度各月の分断発生率の平均値を事務局にて計算

◼ 2024年度においては、2023年度同期間と比較し分断発生率が増加している。

＜出所＞第7回 制度設計・監視専門会合 資料8抜粋



17参考：同容量更新する場合の効果

◼ 今般、第1極を更新したとしても、北本連系設備としてのあるべき姿の検討において、更なるHVDC増強
に合わせて北本連系設備（第１極・第２極）を廃止する方が合理的となる可能性もある。

◼ このとき、今般更新する機器は法定耐用年数に達する前に廃止されることになるため、設備所有者が想
定する概算工期・工事費等を用い、今般の同容量更新の効果を試算した。

◼ その結果、2045年にて北本連系設備（第１極・第2極）が廃止となる場合においても、運転維持費
を含めても、更新する場合の費用を上回る社会便益が期待できることを確認できた。なお、設備所有者
においては、同容量更新（自励式変換器）した場合の工期・工事費は約7年・約569億円と想定。

○概算効果
2030年頃の電源構成、需要の想定を前提に試算。第1極の有無による
燃料費＋CO2対策コストの差（約98億円/年）が継続して生じるものと
仮定（第88回広域系統整備委員会 資料2の単価を使用）
また、北海道本州間連系設備（日本海ルート）については、現在計画策
定プロセス中であり、また、その検討では、第1極300MWを所与としているこ
とから、上記の試算においては考慮していない。

○概算工事費
上記の第１極の変換器更新に伴う費用（約569億円）に加え、2045年
までの北本連系設備（第1極・第2極）の維持を前提に、運用中に生じる
可能性のある次の①②の工事費を考慮
①架空送電線張替 ： 10億円（2025～2045年の想定）
②帰路線ケ―ブル張替：140億円（過去の同様工事の調達額を参考）

○概算運転維持費、評価期間・割引率
・年経費率で算定、2032～2045年（13年）・割引率２%～4%

割引率 総効果 総費用

２％ 1,112 961

４％ 979 822

【億円/13年】
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19更新に係る費用負担について

◼ 連系線増強の場合、全国調整スキームも含め、その増強で得られる便益（受益）に応じた費用負担と
なっている。

◼ 例えば、北本連系設備のうち直近の広域系統整備計画の策定において費用便益評価を実施した新々
北本の増強は、主として広域的な取引の拡大であり、北海道エリアのセキュリティやアデカシーの観点では
不可欠とはいえないと整理されたが、セキュリティやアデカシー面の必要量は明確には整理されていない。

◼ このため、今般の北本連系設備の更新に係る費用負担については、引き続き整理が必要。また、この整
理にあたっては、建設時の考え方を単に準用するのではなく、改めて更新設備の役割を検討のうえ整理
することも一案となる。

◼ こうした状況から、今般の更新設備の役割及び更新に係る費用負担については、引き続き、国や一般
送配電事業者と連携し、整理することとしたい。

＜出所＞第89回広域系統整備委員会 資料3から抜粋



20参考：新々北本連系設備、北海道本州間連系設備（日本海ルート）の位置付け

＜出所＞北海道本州間連系設備に係る広域系統整備計画 4頁抜粋

＜出所＞北海道本州間連系設備（日本海ルート）に係る基本要件
2頁抜粋



21参考：新々北本検討における検討（アデカシー・セキュリティの観点からの必要性）

＜出所＞第41回広域系統整備委員会 資料4から抜粋
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23更新に係る実施主体について

◼ 今般の更新は、第1極の一部機器の更新であり、更新機器以外の既設設備との接続等が伴うことか
ら、既設設備の状況を熟知している設備所有者が設計や施工を行うことが現実的であり、改めて時
間を掛けて公募等により実施主体を選定する合理的な理由は乏しいのではないか。

◼ このため、今般の第1極更新については、設備所有者である電源開発送変電ネットワーク株式会社
にて実施することとしたい。

本線ケーブル
変換器 変換器用変圧器

交流送電線交流送電線 変換器変換器用変圧器

＜今般の更新における更新機器と既存設備の接続＞

直流送電線 直流送電線

接続 接続 接続 接続
今般更新 今般更新

＜出所＞第89回広域系統整備委員会 資料3から抜粋
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25まとめ

◼ 経年状況や設備保有事業者等の技術検討等を踏まえれば、変換器及び変換器用変圧器の更新を
早期に進める必要性がある状況にある。

◼ 検討の結果、今般の更新が増容量や減容量を検討する適当なタイミングや状況ではないことを確認し
たことから、更新後の容量は同容量として、経年等による故障に伴う長期停止を回避する観点から、
2031年度更新を目途に速やかに更新を進めることとしたい。また、その実施については、第１極の一
部機器の更新であることを踏まえ、既設設備の状況を熟知している設備所有者である電源開発送変
電ネットワーク株式会社にて行うこととしたい。

◼ また、第１極更新設備の必要性（役割）やその費用負担については、他の連系線の状況も踏まえ
て、引き続き整理・検討し、その結果を適用することとしたい。

◼ 北本連系設備（第１極・第２極）の増容量等については、変換器・変換器用変圧器に加えて本
線ケーブルも対象となる第２極の更新を検討する際に、更なるHVDC増強も踏まえて検討した上で判
断していく。

◼ なお、本日ご議論いただいた北本連系設備の更新について、「既設連系線更新のあるべき姿」を今後
検討する上で、いくつかの示唆があった。

◼ 例えば、更新後の容量に関しては、時間軸を拡げ、将来の不確実性も考慮した拡張性（柔軟性）
の視点や広域連系系統のマスタープランと設備更新が連動した増容量の可能性などを踏まえた検討
を行うことが考えられる。

◼ こうした点について、次回以降、本委員会においてご議論いただきたい。


